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1.  はじめに 
 
建築物の火災時の避難安全性は，スプリンクラー設

備や排煙設備等の設備的な対策，避難階段の容量や避

難施設までの歩行距離の制限等の建築的対策，公的消

防の消火・救助等，複数の対策の組合せで確保されて

いる。しかし，現状の避難安全設計においては，排煙

設備や防火シャッター等は作動信頼性に関わらず必ず

奏効すると考え，任意の設計火源，設計シナリオの下

で，避難経路の各部分の安全性を確認することにより

行われる。従って，設計火源や設計シナリオの設定は

避難安全設計を行う上での重要な課題の 1 つである。 
 また，建築物の用途や規模により出火率は異なるが，

現在の避難安全設計では，出火率に関わらず火災が発

生すると考えて評価するため，避難安全上危険性の低

い小部屋の検証作業に時間を費やし，避難上重要な廊

下や階段の設計が疎かになる傾向がある。 
用途毎の出火率や複数の火災シナリオの考慮や，危

険性の低い室のスクリーニングには，リスクの概念に

基づく建築物の避難安全評価手法が有効と考えられる｡

リスクの概念に基づく評価法は今までに数多く提案さ

れている1)が，評価上死傷者の発生を許容することが法

規制になじまないことやリスクの許容レベルなどが明

確にされていないため，実際の避難安全設計に適用さ

れた例はない。このような背景の下で筆者らは，リス

クの概念を避難安全設計に導入することを目的として，

建築空間の火災に対する人的損失（以降，避難リス

ク）の大小に応じて設計火源を決定する設計手法の提

案を行っている2)~4)。この評価手法によれば，廊下や階

段等の避難安全上重要な部分の評価に注力することが

期待できると考えている｡本評価手法では，設計目標と

するための設計許容避難リスクを必要とするが，具体

的な数値は未検討となっている。 
 そこで本報では，リスクの概念に基づいた避難安全

評価手法2)~4)で利用するために，統計データを用いて現

状の法規制下での避難リスク，各用途の設計許容避難

リスクを算出した。 
 

2.  避難リスクの定義 
 

本評価手法の基本的な概念は，当該建築物の「避難

リスクの期待値  [人/年]」を「許容避難リスク  

[人/年]」以下に抑制することである

R AR
2)~4)。本報で扱う避

難リスクは，避難安全設計のコンテクストの中で定義

されるものであるため，現行の避難安全設計と同様に

出火後に拡大する放火以外の火災（以降，成長火災注

1）において煙に曝された死傷者と定義する。 
ここでは任意の用途Kの避難リスクRは成長火災の出

火率が床面積に比例すると仮定し，床面積あたりの成

長火災の出火率Phf，床面積Aおよび成長火災 1 件あた

りの死傷者数Ccasの積として式(1)のように表される｡ 

( ) ( ) ( )KCKAKPKR cashf ××=)(           (1) 

本報においては，式(1)の各変数を統計データより算

出し，現状の法規制下での各用途の避難リスク R を算

出する。検討を行った用途は「劇場等」「飲食店等」

「物販店舗」「ホテル」「共同住宅」「病院」「学校」「事

務所」の 8 用途とした。なお，本報では複合用途を含

めていないので，ホテル，物販店舗，事務所等が複合

化している高層ビルは含まれていない。 
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3.  統計データの概要 
 
各用途の成長火災の出火率Phf，成長火災 1 件あたり

の死傷者数注 2Ccas，全国の用途別総延床面積，出火建築

物の延床面積中央値および平均値を統計データから算

出する。 
出火件数，死傷者数，出火建築物の延床面積等の火

災に関するデータは，1995 年～2004 年の総務省消防庁

火災報告5)（以後，火災報告）の建物火災データを利用

した注 3。 
全国の総延床面積は共同住宅以外の用途については

1995 年～2004 年のエネルギー経済統計6)，共同住宅に

ついては既報4)と同様に固定資産の価格等の概要調書7)

を基に算出した注 4。 
 

4.  成長火災の出火率 
 
4.1  用途別床面積 
全国の建築物の用途別総延床面積の推移を表－１に

示す。各用途とも 10 年間でゆるやかに上昇し，1995
年の床面積に対して 2004 年は 1.1～1.3 倍となっている。 
 

表－１ 全国の建築物の用途別総延床面積 
Table1 Gross Floor Area 

　用途
年

劇場等 飲食店等 物販店舗 ホテル 共同住宅 病院 学校 事務所

1995 29.3 56.9 355.6 88.8 902.6 75.0 329.0 394.0
1996 30.3 57.9 366.1 89.7 942.3 77.3 332.0 403.0
1997 31.4 58.8 375.7 91.0 985.3 79.9 334.0 413.0
1998 32.0 60.2 387.4 92.4 1030.2 83.4 338.0 422.0
1999 33.0 61.1 397.5 93.0 1068.3 86.5 341.0 430.0
2000 33.3 61.9 405.9 93.2 1102.2 89.6 343.0 435.0
2001 33.7 62.8 415.4 93.8 1137.1 92.9 346.0 442.0
2002 34.2 63.5 419.3 94.0 1171.5 95.2 349.0 445.0
2003 34.7 64.2 423.5 93.8 1204.0 97.8 354.0 448.0
2004 34.9 64.5 428.8 93.9 1240.3 100.3 354.0 454.0  

単位：[百万m2] 
 
4.2  用途別成長火災の出火件数 
成長火災件数の推移を用途別に整理した結果を表－

２に示す。成長火災の件数は飲食店等で若干増加して

いるが，その他の用途は定常あるいは若干の減少傾向

を示している｡ 
4.3  用途別成長火災の出火率 
成長火災件数は床面積に比例すると仮定し，表－１

に示した総延床面積及び表－２に示した出火件数から

出火率Phf を算出した結果を図－１に示す｡なお，図中

の括弧内の数値は 1995 年～2004 年の全データから算

出した平均値と標準偏差を示す。 
図－１より，出火率の経年変化は共同住宅，劇場等

は減少傾向，その他の用途は大きな変化は見られない｡

また，各用途の出火率は大きく 3 つのグループに分け

られ，最も高いのは飲食店等で 5.6[件/百万m2/年]，次

いで劇場等，共同住宅がそれぞれ 2.3[件/百万m2/年]，
1.9[件/百万m2/年]となっている。ホテル，事務所，学校，

病院，物販店舗は 1.0[件/百万m2/年]以下の出火率の低

いグループである。飲食店等や共同住宅など，火気を

扱う用途は出火率が高い傾向を示す。 
 

表－２ 成長火災の発生件数 
Table 3 Number of Hazardous Fire Occurrence 

　用途
年 劇場等 飲食店等 物販店舗 ホテル 共同住宅 病院 学校 事務所

1995 77 305 168 69 1992 31 121 294
1996 84 302 158 95 2117 38 116 311
1997 96 315 152 85 2050 34 113 319
1998 81 342 176 82 2005 18 109 313
1999 71 342 185 91 1979 17 104 302
2000 78 364 161 84 1931 33 88 290
2001 73 371 125 88 2050 25 103 295
2002 67 368 159 98 1993 23 84 278
2003 51 333 133 64 1959 18 70 254
2004 71 369 124 89 2009 29 78 278
Total 749 3411 1541 845 20085 266 986 2934  

単位：[件] 
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※（平均値，標準偏差） 
図－１ 成長火災の出火率 

Fig.１ Rate of Hazardous Fire Occurrence 
 

5.  成長火災 1 件あたりの死傷者数 
 

成長火災 1 件あたりの死傷者数Ccasを火災報告より算

出する。ここでは，利用者の滞在時間などの利用形態

は用途毎に特徴があると考え，全時間の平均値および

1 時間単位のCcasを算出した。発生時刻別成長火災発生

件数および成長火災 1 件あたりの死傷者数Ccasを図－２

に示す。なお，死傷者の対象注 2に自損によるものは含

めていない。また，ここでの分析は 10 年間のデータを

合計して行った。 
成長火災の発生件数は，殆どの用途において朝方（4

～6 時あたり）が他の時間帯と比較して少ない｡飲食店

等や共同住宅は火気が多く使用される夕方～夜の火災 
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件数が多く，学校は日中の火災件数が多い。火災発生

件数は在館者の施設利用時間帯と火気の利用時間帯に

関係していることがうかがえる。 
ホテルや共同住宅のような就寝を伴う用途の成長火

災 1 件あたりの死傷者数Ccasは，就寝時間帯の深夜から

早朝の時間帯に多く発生している。同じ就寝を伴う用

途でも病院は就寝時間帯の死傷者数が多くない。病院

では看護師等のスタッフの存在や火気の制限により就

寝時間帯の死傷者数が抑えられていると考えられる。

一方，物販店舗，学校，事務所等は日中の成長火災 1
件あたりの死傷者数Ccasが多い。このことから，死傷者

の発生は人が滞在している時間と就寝等の在館者の状

態が関連していることがわかる｡ 
 成長火災 1 件あたりの死傷者数Ccasの全時刻の平均

（以後，平均）および各時刻の最大値（以後，時刻別

最大）の算出結果を表－３に示す｡表－３には住宅の値
4)も参考として示す。表－３より，成長火災 1 件あたり

の死傷者数Ccasの「平均」に着目すると，共同住宅，住

宅，ホテルの値が他の用途と比較して高い。一方， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表－３ 成長火災 1 件あたりの死傷者 
Table3 Number of Casualties per Hazardous Fire 

         用途

C cas

[人/件]

劇場
等

飲食
店等

物販
店舗

ホテ
ル

共同
住宅

病院 学校
事務
所

住宅*

平均 0.09 0.14 0.11 0.26 0.39 0.17 0.13 0.10 0.31
時刻別最大 0.29 0.23 0.25 1.67 0.65 0.71 0.54 0.14 0.57  

 
 
 
「時刻別最大」では，ホテルが 1.67[人/件]と他の用途

と比較して特に高い。また，就寝を伴う用途である共

同住宅や自力避難が困難な病院，学校の成長火災 1 件

あたりの死傷者Ccasも 0.5[人/件]を超え，他用途と比較

すると高い｡これは火災報告を詳細にみると 1 度の火災

で多数の死傷者が発生した火災事例の影響を受けた結

果であり，就寝を伴う用途や自力避難が困難な在館者

が存在する用途では火災が拡大すると多数の死傷者が

発生する危険性があることを示唆していると思われる。

また，共同住宅の成長火災 1 件あたりの死傷者数Ccasは

図－２ 成長火災の件数および成長火災 1 件あたりの死傷者数 
Fig.2 Number of Hazardous Fires and Number of Casualties per a Hazardous Fire 
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*住宅については「死者数その他」の死者数が多いことから，「火災

による死者の調査表」のデータを用いて，火災報告の「死者数その

他」の自損以外の人数を加えている。 
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住宅と比較して多い。共同住宅は複数の住戸の集合で

あるため，非火災住戸の在館者が火災の影響を受ける

ためと考えられる。 
 

6.  避難リスク 
 
建築物は暗黙的に許容できる避難リスク以下となる

ように法規制等で避難安全性が確保されていると考え

られるが，その目標とする水準は用途毎に異なるのか，

用途に限らず同一になっているのか定かではない。そ

こで，成長火災 1 件あたりの死傷者数Ccas，床面積あた

りの死傷者数および各用途の代表的な面積における避

難リスクを用途ごとに算出し，現行基準下で設計され

た建築物の避難リスクの水準の分析を試みた。 

ここでは，代表的な面積として各用途の延床面積の

中央値および平均値を 1995 年～2004 年の火災報告デ

ータ（成長火災が発生した建築物に限る）から算出し

た。これらの中央値および平均値に対する避難リスク

を代表的な面積における避難リスク（以降，代表避難

リスクRrep）と定義する。その他の条件として，成長火

災 1 件あたりの死傷者数Ccasは表－３の「平均」，成長

火災の出火率Phfは図－１の「平均」を用いた。式(1)を
用いて算出した各用途の代表避難リスクRrep，床面積あ

たりの死傷者数PhfCcasを表－４に示す。 
 

表－４ 各用途の避難リスク 
Table 4 Evacuation Risk by Type of Building 

劇場
等

飲食
店等

物販
店舗

ホテ
ル

共同
住宅

病院 学校
事務
所

住宅

2.3 5.6 0.4 0.9 1.9 0.3 0.3 0.7 2.8

0.09 0.14 0.11 0.26 0.39 0.17 0.13 0.10 0.29

0.21 0.77 0.04 0.24 0.74 0.05 0.04 0.07 0.82
中央値 291 187 261 625 464 805 1731 155 118
平均値 859 531 2728 2270 1942 4463 3770 1269 151
中央値 0.06 0.14 0.01 0.15 0.34 0.04 0.07 0.01 0.10
平均値 0.18 0.41 0.12 0.54 1.44 0.24 0.14 0.09 0.12

R rep      　 [×10-3人/年]

A           [m2]

P hf         [×10
-6

件/m
2
]

C cas        [人/件]

P hf C cas   [×10-6人/m2]

 
 

成長火災 1 件あたりの死傷者数Ccasは共同住宅，住宅，

ホテルの就寝系の用途の値が高い。 
床面積あたりの死傷者数PhfCcasは，成長火災の出火率

と成長火災 1 件あたりの死傷者数の積であり，表－4
の値は大きく 3 グループに分類できる。床面積あたり

の死傷者数PhfCcasが最も大きいグループは「住宅，飲食

店等，共同住宅」，中間が「劇場，ホテル」，「物販店舗，

病院，学校，事務所」が 0.1[×10-6人/ m2]以下の小さい

グループである。 
以下に，延床面積中央値を用いた場合の各用途の代

表避難リスクRrepについて述べる。代表避難リスクRrep

は共同住宅が 0.34[×10-3人/件]と最も大きく，次いでホ

テル（0.15[×10-3人 /件]），飲食店等（0.14[×10-3人 /
件]）となる。劇場等と病院は代表避難リスクRrepがそ

れぞれ 0.06[×10-3人/件]， 0.04[×10-3人/件]と同程度で

ある。病院は劇場等と比較するとPhfは小さいが，A，
Ccasが大きいため，代表避難リスクRrepが同程度となっ

た。代表避難リスクRrepが最も小さいのは物販店舗，事

務所の 0.01[×10-3人/件]である。これらは他の用途と比

較して Phf，A，Ccasの値が小さいため，代表避難リス

クRrepが小さくなる。住宅は床面積あたりの死傷者数

PhfCcasは 9 用途の中で最も大きいが，平均的な面積が小

さいため代表避難リスクRrepとしては飲食店等と学校の

間の値となる。最も小さい事務所の 0.01[×10-3人/年]と
比較すると，共同住宅の値は約 33 倍となる。このよう

に，平均的な延べ床面積の建築物で比較すると，現行

法下の避難リスクは用途間で異なるものとなっている。

平均的な建築物 1 棟では共同住宅が死傷者の発生を最

も許容していることになる。 
 

7.  各用途の設計許容避難リスク 
 

本評価手法の基本的な概念は，式(2)に示すように当

該建築物の避難リスクRを許容避難リスクRA以下に抑え

ることである。 

  ( ) ( ) ( ) Acashf RKCKAKPKR ≤××=)(          (2) 

前章において，各用途の代表避難リスクRrepは大きく

３つのグループに分類できることがわかった。許容避

難リスクRAの考え方には各用途ごとに設定する他に用

途に関わらず同一の基準を用いることが考えられる。

そこで，本報では許容避難リスクの基準値RAを用途ご

との代表避難リスクRrepとする場合，同一の基準値とす

る場合の 2 通りについて検討を実施する。 
なお，避難安全設計では出火を前提（ 1=× APhf

）と

するため，許容避難リスクRAを出火を前提とした許容

避難リスク （以後，設計許容避難リスク）に読み替

える必要がある。すなわち，式(2)を出火率

D
AR

APhf × で除

すことにより式(3)が得られるので，設計許容避難リス

ク ( )KR D
A は式(4)のように定義される。 

 

( ) ( ) ( )KAKP
RKC

hf

A
cas ×

≤              (3) 

( ) ( ) ( )KAKP
RKR

hf

AD
A ×

≡               (4) 

 
ここでは先に統計データより算出した各変数から式
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(4)を用いて，設計許容避難リスク を算出する方

法を説明する。設計許容避難リスクは設計時に基準と

なる避難リスクで， の値が小さいほど厳しい条件で

の安全検証が求められ

( )KR D
A

D
AR
4)，必要とされる防火対策が多く

なる。なお，許容避難リスクの基準値RAは現行法が要

求する水準と同等にすべきであるが，表－４に示すよ

うに各用途の代表避難リスクRrepは大きいものと小さい

もので約 30 倍の差があり，どの水準にすべきかを現段

階で決定することは難しい。そこで，本報では同一の

基準値の設定方法として延床面積中央値の代表避難リ

スクRrepが最も小さい事務所および住宅の代表避難リス

クRrepを基準とする。また，設計時の在館者数は避難安

全検証法で定められた値に基づき検討するが，実火災

時は検証法で想定する在館者密度よりも低いと考えら

れるため，表－４に示した実火災での避難リスクを設

計時の密度に合わせて修正する必要があると思われる。

住宅は世帯人数や在宅時間等の統計データがあるため，

他用途と比較すると実在宅人数の想定が行いやすい。

そこで，住宅については基準値を設計ベースに修正し

た場合も検討を行った。 
7.1  各用途，事務所，住宅の代表避難リスクを基準

とした場合 
許容避難リスクの基準値RAに表－４の各用途，事務

所，住宅の代表避難リスクRrep（延べ床面積中央値の場

合）を用いた場合の床面積 100m2の を算出した

結果を表－５に示す｡ 
( )KR D

A

 
表－５ 設計許容避難リスク 

Table 5 Acceptable Evacuation Risk for Evacuation Safety 
Design 

劇場
等

飲食
店等

物販
店舗

ホテ
ル

共同
住宅

病院 学校
事務
所

住宅

P hf [×10-6件/m2] 2.3 5.6 0.4 0.9 1.9 0.3 0.3 0.7 2.8

100 100 100 100 100 100 100 100 100

R A   [×10
-3

人/年] 0.06 0.14 0.01 0.15 0.34 0.04 0.07 0.01 0.10

　　[人/件] 0.27 0.26 0.29 1.63 1.83 1.40 2.29 0.15 0.34

R A   [×10-3人/年] 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

　　[人/件] 0.05 0.02 0.27 0.12 0.06 0.34 0.37 0.15 0.04

R A   [×10-3人/年] 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10

　　[人/件] 0.42 0.17 2.46 1.05 0.51 3.11 3.33 1.40 0.34

事務
所

住宅

A  [m
2
]

各用
途

D
AR

D
AR D
AR

D
AR D
AR

 
 

表－５より，現状の各用途の代表避難リスクRrepを基

準にすると，事務所の設計許容避難リスクが一番小さ

い値となり，一方，学校は出火率が小さいため最も大

きい値となる。許容避難リスクRAとして用いた代表避

難リスクRrepは延床面積の中央値に基づき算出している

ので，この延床面積よりも当該建築物が大きい場合は

現行法化で要求されている水準よりも高い安全性が要

求される。 

事務所と住宅の代表避難リスクRrepを許容避難リスク

の基準値RAとした場合については，当然のことながら

事務所を基準とした場合の方が が小さくなる。 D
AR

7.2  一般住宅の避難リスクを設計在館者密度ベース

に換算した値を用いた場合 

 避難安全検証では建築物の避難安全性を確認するた

めに，安全率を含めた人数設定を行う。設計で利用す

るためには統計データから得られた死傷者数Ccas

（0.31[人/件]）を設計在館者密度ベースの に換算

する必要がある。算出手順を表－６に示す。 

D
casC

 
表－６ 設計在館者密度ベースの への換算 D

casC
Table 6  based on Occupant Density for Design D

casC
平均世帯人員 [人] ① 3.2 住宅・土地統計調査(1998年）
平均在宅率 [時間/時間] ② 0.66 国民生活時間調査(2005年）15.8時間/日
平均在宅者数 [人] ③ ①×② 2.11

C cas [人/件] ④ 0.31

死傷率 [/件] ⑤ ④/③ 0.15

平均床面積 [m2] ⑥ 125 住宅・土地統計調査(1998年）

住宅の在館者密度 [人/m
2] ⑦ 0.06 避難安全検証法

設計在館者数 [人] ⑧ ⑥×⑦ 7.5

[人/件] ⑨ ⑤×⑧ 1.1D
casC  

 

表－６に示すように，統計調査では平均世帯人員は

3.2 人であるが，同面積の住宅を避難安全検証法で算出

すると 7.5 人となる。火災時の滞在人数は統計データ

から直接得ることができないため，本報では国民生活

時間調査から得られる在宅時間の代表値を用いて在宅

率を算出し，平均世帯人員との積により求めた4)。統計

データから直接得られたCcasは平均在宅者中の死傷者で

あるとして死傷率を算出し，設計在館者数における死

傷者数 を算出した。 D
casC

住宅用途のPhf(H)，A (H)， をあてはめると式

(4)は式(5)になる。ここで，式(5)のP
( )HC D

cas

hf(H)/ Phf(K)は任意

の用途と住宅の出火率の比である。出火率の比を表－

７に示す。式 (5)を用いて床面積 100m2の各用途の

( )KR D
A  を算出した結果を表－８に示す。 
式(5)から明らかなように，同じ面積であれば出火率

の低い物販店舗，病院，学校は他用途と比較して設計

許容避難リスクが大きい値となる。 
 

( ) ( ) ( )
( )

( )
( )

( ) ( )⎟⎟⎠
⎞

⎜⎜
⎝

⎛
⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ ×
=

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
×≤

−

KAKP

KA
HA

KP
HP

HCKR

hf

hf

hfD
cas

D
A

125108.21.1
6

          (5) 

 
人は低い発生確率でも被害が大きいものに対してよ

り嫌悪感を持つといわれている10)。人が用途に対して

感覚的に持つ火災の危険性は成長火災 1 件あたりの死
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傷者数Ccasや死者数の合計とも考えられる。よって，今

回提案した 以外に，各用途のC( )KR D
A casを基準とした

建物規模によらない も考えられる。 ( )KR D
A

 
表－７ 任意の用途と住宅の出火率の比 
Table 7 Ratio of Hazardous Fire Occurrence 

劇場
等

飲食
店等

物販
店舗

ホテ
ル

共同
住宅

病院 学校
事務
所

住宅

1.2 0.5 7.2 3.1 1.5 9.0 9.7 4.1 1.0  

表－８ 設計在館者密度ベースの設計許容避難リスク 
Table 8 Acceptable Evacuation Risk of Evacuation Safety 

Design based on Evacuation Risk of Dwelling 
劇場
等

飲食
店等

物販
店舗

ホテ
ル

共同
住宅

病院 学校
事務
所

住宅

P hy (H)/P hy (K) 1.2 0.5 7.2 3.1 1.5 9.0 9.7 4.1 1.0

A (H)/A (K) 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25

　　[人/件] 1.67 0.69 9.85 4.21 2.04 12.44 13.29 5.60 1.38D
AR  

 

8.  まとめ 
 
本研究ではリスクの概念に基づいた避難安全評価手

法の枠組みに資することを目的として，統計データを

用いて代表的な用途の避難リスク，設計許容避難リス

クの算出を行った。概要は以下の通りである｡ 
（1）火災報告の各用途の延床面積中央値，平均値を代

表面積とした場合の避難リスクを算出した。死傷

者の発生する避難リスクは用途間で異なり，特に

共同住宅で大きく，物販店舗，事務所で小さい結

果となった 
（2）各用途の設計許容避難リスクは，各用途の避難リ

スクを基準とすると，学校，病院，共同住宅，ホ

テルが高くなり，同一の基準を用いると，学校，

病院，物販店舗が高くなった。 
なお，建築物は規模に応じて法規制で防火対策が講

じられている。非住宅用途の火災に関する統計データ

は，規模に応じた防火対策が取られた結果であること

に注意が必要である。 
今後はケーススタディを実施しながら設計許容避難

リスクの妥当な値を決定する予定である。また，火源

の燃焼拡大に関する統計値の分析や火災シナリオの選

定方法，全館避難検証などを進めていく予定である。 
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注 1：成長火災：焼損床面積または焼損表面積が 1m2以上あ

ったもの。放火以外：出火原因分類表 2 表経過が「放火」，

「放火の疑い」以外のもの，出火箇所が「外周部」以外の火

災と定義した。 
注 2：死傷者は火災報告データの次に示す対象を集計した。

死者：「消火義務者」，負傷者：「消火義務者」および「その

他のもの」とし，自損は含まない。なお，負傷者の負傷程度

は軽症以上とした。 
注 3：火災報告データは，総務省消防庁へ行政文書開示請求

手続きを行い入手した。データは全てコード化されているが，

入力されている数値の意味等の詳細は文献 6)の解説に記載さ

れており，必要な項目の抽出・分析が可能である。 
注 4：固定資産の価格等の概要調書では非木造の共同住宅の

延べ床面積は戸建て住宅と合算されている。住宅土地統計調

査（5 年毎）では木造と非木造別に共同住宅の床面積が得ら

れるため，1998 年の面積比率を用いて固定資産概要調書の共

同住宅の値を按分し，非木造共同住宅の床面積を算出した。 
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